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転換関税について
?
本 繁 綽
1. はじめに
前稿（山本〔5〕）の最後の節で， 国内生産に独占力をもつ企業が， その商品の輸入に
おいても独占力をもつ場合を仮定し，国内生産における独占と輸入における独占と，．どち
らが有利であるかを比較考察した。けれども輸入独占の場合は，その輸入に対して政策当
局によって関税がかけられることが当然考えられる。この点，関税の賦課を考慮に入れな
い輸入独占を仮定した前稿の分析は，不十分といわなければならないc
関税の賦課を考慮に入れた輸入独占と国内生産独占との比較はどうか。スベードベルグ
〔3〕は部分均衡分析の単純な図を用いて，関税が一定率以上となると，輸入独占よりも
国内生産独占が企業にとって有利となることを明らかにした。そして，そのような関税率
を転換関税 (switchovertarif)と名付けた。スベードベルグはこれを多国籍企業の行
動に見られるように，独占企業の外国への輸出から直接投資への転換の問題として考察し
た。しかし，同じ問題は自国の独占企業の輸入独占から国内生産独占への転換の問題につ
いても適用できるはずである。
けれども，企業が輸入独占力をもつ場合は，国際価格を多少とも支配する可能性をもつ
であろう。だから前稿およびスベードベルグが仮定した国際価格一定という小国の仮定
は，必ずしも適切とはいえない。そして大国の場合に拡大されることが必要である丸
小稿の目的は，大国，つまり外国の供給の弾力性が有限の場合を仮定し，国内需要曲線，
国内供給曲線，そして外国供給曲線に一定の数値を与えた線型関数を採用し，まず転換関
税がどのような大きさとなるかを示すことである。次に，このような転換関税による輸入
1)もっとも小国のケースを仮定しても，以下の各節の考察は基本的に変化しないと思わ
れる。すなわち，第1図，第3図，第6図において MC1線， MC/線を横軸に平
行とし， したがってその勾配を表わす rをゼロとする場合に当たる。
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独占から国内生産独占への転換が，課税国の経済厚生にどのような効果を与えるかを考察
することである。そして最後に，このような経済厚生効果にもとずいて，どのような政策
が望ましいかを明らかにすることである。
なお，以下においては次の場合を仮定する。 (1)1財の輸入市場における部分均衡分析で
ある。 (2)輸入のための輸送費は存在しない。 (3)生産費は国内供給においても外国供給にお
いても，逓増型である。
2. 転換関税の経済分析
第1図は，前述のような大国の仮定のもとにおける輸入独占利潤と生産独占利洞とを示
したものである。 DD線は国内需要曲線， MR線は DD線からの限界収入曲線， MCd線
は国内生産における限界費用曲線，そして MC1線は外国生産における限界費用曲線をそ
れぞれ示す。 MCd線は国内供給曲線， MC1線は外国供給曲線と考えてもよい。そして
MC/曲線は， この商品の輸入に PTの大きさの関税がかけられる場合の外国供給曲線
である。この場合，図示する便宜のために従量関税を仮定する。
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さて， P0P1の大きさの関税がかけられる場合の輸入独占利潤は三角形 CAP1の面積
（斜線の部分の面積）で示される。一方，生産独占利澗は三角形 CBP.。の面積で示される。
関税がもしゼロであれば輸入独占利潤は CEP.。の面積で示され，生産独占利潤 CBP.。の
面積よりも明らかに大きい。関税がゼロから上昇するにつれて輸入独占利洞の面積は徐々
に小さくなり， 関税がある水準よりも高くなると， 生産独占利潤の面積よりも小さくな
る。かくて，関税がその水準よりも高くなると，輸入独占から国内生産独占への転換が行
なわれる。このような水準の関税が転換関税である。
国内の総需要量（あるいはその国への総供給量）を X, 価格を P， そして関税の大き
さを tとして，第1図の各線に次のような数値を与えて，転換関税の大きさを求めよう。
DD線 P=-aX+p
MR線 P=_;:.,2aX+p
MCd線 P=2rX+o
MC1線 P=2r1X+o
MCケ線 P=2r'X+o+t 
ただし， a>o,P>o>o, r>r'>o 
MR線と MC1線の交点の横軸座標 OXp,MR線と MC1線の交点の横軸座標 OXm
はそれぞれ，
OXp= P-o p-o-t 2(a+r')' OXm= 2(a+r) 
である。また， P。C,P1Cはそれぞれ，
凡C=p-o, P,C= P-o-t 
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第・2図
n 
である。そうすると，生産独占利潤は前
述のように三角形 CBP.。の面積で示さ
， れるから，それを Qpとすると，
1 Qp=—OXp•P,。C
2 
(i―o)2 =' 4(a+r) 
と求められる。一方，関税がかけられる
場合の輸入独占利澗は前述のように三角
形 CAP1面積で示しれるから，それを
Qmとすると，
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Qm=—OXm•P,C 2 
＝ C/J-o-t)2 4(a+r') 
である。したがって上の2式より， Qp=Qmとなるような tを求め，それをらとすると，
叫1一ば雷）C/J-o) 
となる。らが転換関税の大きさである。 r>r'>Oであるから， C/J-o)の係数は1より
小さい。したがって，転換関税 t,は C/J-o)より小さく， 第1図におけるらCの範囲
内の大きさに決定される。 そして C/J-o)は所与と見なしてよいから， rが r'より大
きいほど， らは大きくなる。つまり，国内供給曲線の勾配が外国供給曲線の勾配に比べ
て大きいほど，換言すれば両曲線が乖離しているほど，輸入独占から国内生産独占への転
換には高い水準の関税が要求される。
転換関税はまた独占擁護関税となる。このように企業が輸入においても国内生産におい
ても独占力をもつ場合は，転換関税によって，輸入から国内生産への転換がなされると，
直ちに国内生産独占が形成されるからである。ところが前稿（山本〔5〕）では，輸入企業
に関して完全な競争状態を仮定した。だから，国内生産独占が形成されるためiこは，輸入
，価格つまり国際価格を国内独占価格にまで引上げる大きさの関税が必要であり，それが独
占擁護関税であった。それは第1図では PFの大きさの関税に当たる。
転換関税らは，前稿の独占擁護関税 PFより必ず小さいことは第1図より明らかであ
ろう。ちなみにPFの大きさの関税tpを求めてみると， PXp,FXpはそれぞれ DD線，
MC1線の横軸座標に前記 OXpの値を代入した縦軸座標の値であるから，
tp=PF=PXp-FXp 
={i-髯喜5}C/J-o) 
となる。 r>r'>oより， C/J-o)の係数は1より小であるけれども， tpとらのどちらが
大きいか一見明らかでない。そこで比較を容易にするために， r,r'および C/J-o)の値に
ついて次の場合を仮定しよう。
r=na, r'=a, {J-o=l 
このような簡単化は結論に基本的な影響を与えるものではない。なお， nはMCd曲線
とMC1曲線の乖離の度合を示す。すなわち n=lの場合は両曲線は一致するが， nが
1より大きくなるほど両曲線の乖離の度合は大きくなる。換言すれば， nが大きくなるほ
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ど内外の費用逓増の差が大きくなる。
第2図は nの値とら， tpの値との対応関係を示したものである（付表参照）。これよ
りな<tpであるごとが判明するであろう（ただし， n→00 の場合のみら=tp=lに収束
する）。このように輸入独占が行なわれる場合は，輸入が競争的に行なわれる場合より
も，低い水準の関税において国内独占が形成される。このことは，輸入独占の場合は輸入
が競争的な場合よりも関税の独占擁護効果がより強力であるといえるであろう。
3. 転換関税の厚生分析
前節では，輸入においても国内生産においてもともに独占力をもつ企業が存在する場合
は，一定の大きさの関税がかけられると，輸入独占から国内生産独占への転換が行なわれ
ることを明らかにした。このような転換は企業の観点から有利であっても， 1国全体の鏡
点から有利といえるであろうか。その場合輸入独占と国内生産独占が，自国企業によって
なされる場合と，外国企業によってなされる場合とに分けて考察することにしよう。
(1) 自国企業による場合
まず自国企業による場合について考察しよう。第3図の斜線の部分 CMGP,。の面積は，
Pm 
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第3図
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第5図
関税が P。P,の大きさの輸入独占の場合における課税国の経済的厚生を示したものであ
る。すなわち， CPPmの面積は消費者余剰， PmMAP1の面積は輸入独占利潤， そして
P1AGP.。の面積は関税収入である。関税が上昇するにつれてこの面積は小さくなり，課
税国の経済的厚生は低下する。
また，第3図の濃い斜線の部分 CPBP,。の面積は，生産独占の場合におけるこの国の
経済厚生を示したものである。 CPPpの面積は消費者余剰， PpPBP,。の面積は生産独占利
潤である。この面積は関税の大きさに関係なく一定である。
関税率が低い水準においては，輸入独占の経済厚生は国内生産独占の経済厚生よりも明
らかに大きい。たとえば第3図の関税の大きさが凡P,の場合がそうである。しかし，関
税率の上昇によって輸入独占の経済厚生は低下するが，生産独占の経済厚生は一定である
から，関税が一定の水準を超すと輸入独占の経済厚生は生産独占の経済厚生より小さくな
る。そのような水準の関税を均等厚生関税と名付けヰう。第4図は横軸に関税の大きさを
とり，このような輸入独占の経済厚生の変化と生産独占の経済厚生の変化とを示したもの
である。 Wm線は輸入独占の経済厚生であり， Wp線は生産独占の経済厚生である。 Wm
線と Wp線が交叉するところの関税 fwが均等厚生関税である。
均等厚生関税は，前節で求めた転換関税とどういう関係にあるか。均等厚生関税の大き
さを求めることを試みよう。 Wm,Wpを前節の数値を用いて示すと，
Wm=—OXm(CP,。+MG)
2 
(3+2r') ({i-6)2-2a(fi-6)t-(a+2')t2 
8(a+r')2 
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となる。これより Wm=Wpとなるような tを求めると， ひじょうに複雑な数値となる
ことが予想される。そこで考察を容易にするために，前節におけると同様に，
r=na, r'=a, [i-8=1 
とおこう。そうすると• W:m, Wpはそれぞれ，
Wm= 5-2t-3t2 • -Wp= (3+2n) 4a (l+n)2a 
となり， Wm=Wpとなるような tをt. とすると，それは，
3t,.2+ 2t .+ 4(3+2n) 
(1 +n)2 5=0 
となる2次方程式の正の根，
t,.= -2+/4-12『g字—s}
として容易に求められる。
第5図は前節の第2図と同様に,n=l,2, … , 10の場合における t,.とりとの対応
関係を示したものである。 （付表参照）。これより n>lであるかぎり tぶ>tpであるこ
とが判明する（ただし図では示されていないが， n→00 においては t,.,tp=lとなる），0
このように自国の供給曲線の勾配が外国供給曲線の勾配よりも少なくとも大きいかぎり
は，輸入独占が何かの手段によって続けられる場合の経済厚生と国内生産独占の場合の経
済厚生とを等しくする関税は，転換関税よりもつねに高い水準にある。
このことは何を意味するか。企業は関税が転換関税の水準となると輸入独占から国内生
産独占への転換を行なう。しかし，転換関税は均等厚生関税よりもつねに低い水準にある
から，このような転換は課税国の経済厚生に不利な効果を与える。第4図に示されている
ように，関税率が転換関税ち以上になると課税国の経済厚生の経路は Wm線上から
Wp線上ヘダウンする。したがって， t.以上の関税率においてもそれが均等厚生関税以
下の水準であれば，国内生産への転換が行なわれず，もし何かの方法で輸入が続けられる
ならば，課税国はより大きい経済厚生を獲得することができるのである。
(2) 外国企業による場合
今度は輸入と国内生産が外国企業によって行なわれる場合を仮定しよう。それらが自国
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第6図
企業による場合と異るところは，企業の獲得する独占利潤が自国の経済厚生から除外され
ることである丸
第6図の斜線の部分の面積は，関税が P,P.。の大きさの輸入独占の場合における課税国
の経済厚生を示したものである，すなわち CMPmの面積は消費者余剰， P1AGP.。の面積
は関税収入である。また， 濃い斜線の部分 CPPpの面積は， 生産独占の場合におけるこ
の国の経済厚生を示したものであり，ぞれは消費者余剰だけからなっている。
この場合も，関税が低い水準においては輸入独占の経済厚生は国内生産独占の経済厚生
よりも明らかに大きい。たとえば第6図の場合がそうである。けれども輸入独占の場合
は，関税率の上昇によって，消費者余剰は減少するげれども，関税収入はある点まで増加
2)各国は外国企業の本国への利潤送金に対して種々の制約を加えている。また多くの外
国企業も合弁方式をとったり， 利潤を現地で再投資する等のことを行なっている。 ｀ 
そのような場合は外国企業の獲得する利潤は自国の経済厚生に算入されることになり
ここでの結論は変ってくる。そして，たとえ関税がゼロの場合においても国内生産独
占が輸入独占よりも有利な場合が生じてくる。
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するはずである。したがって輸入独占の経済厚生は山型の線を描く。一方国内生産独占の
経済厚生は一定である。第7図はこのような輸入独占の経済厚生 Wm'と生産独占の経済
厚生 Wp'とを示したものである。同様にどこかの関税水準において Wm'線と Wp'線
は交叉し，均等厚生関税が存在するであろう。
この場合は均等厚生関税と転換関税との関係はどうか。 Wm',Wp'を示すと，
1 Wm'=—OXm·CPm+OXm·P,P.。2 
. =a({J-たが ({J-6-t)t＋ 8(a+r')2 2(a+r') 
a(p:..a)吐 (2a+4T')(ft-6)t-(3a+4r')t2 
. 8(a+r')2 
1 Wp'=r-OXp• CPp 
2 
＝ a({J-6)2 S(a+r) 
となる。そこでいままでと同様に，
r=na, r'=a, {J-6=1 
とおこう。•そうすると， Wm', Wp'はそれぞれ，
Wm'= 1+6t-7t2 
16a 
, Wp'= . Ba(l+i-1)2 
となり， Wm'=Wp'となる tをt,.'とすると，それは，
2 7t,.'2-6t,.'+ -1=0 
(l+n)2 
となる 2次方程式の正の根，
6十~2----1
t,.'= 
(1 +n)2 } 
14 
W' 
????
? 卓1,. 
関税水準
第1図
として求められる。
第5図の tm'曲線は nの各値に対応す
るばの値を示したものである（付表参
照）。 これより fw'>tw>らであることが
判明する<n→OO においてはゎ， tw,ら=1
になる）。このように輸入と国内生産が外
国企業によってなされる場合も，均等厚生
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関税は，転換関税よりもつねに高い。しかもそれは輸入と国内生産が自国企業によってな
される場合の均等厚生関税よりもさらに高く．，禁止的関税に近いひじょうに高い水準にあ
る。ということは，関税の上昇による輸入独占から国内生産独占への転換は，課税国の経
済厚生に不利な効果を与えるが，それが外国企業によってなされる場合は自国企業によっ
てなされる場合以上に，すべての領域にわたって課税国の経済厚生に不利な効果を与える
ものである。
以上の結果は自国企業による場合と基本的には変らない。しかし1つの重要な違いが存
在する。それは Wm曲線が右下りであるのに対して， Wm'曲線は最初右上りでのちに
右下りに転じる山型をしていることである。すなわち，自国企業による場合は，輸入独占
の経済厚生が最大となる関税率はゼロであるのに対して，外国企業による場合は，それが
一定水準の関税率においてであることである。換言すれば，外国企業による輸入独占の場
合は正の最大厚生関税，つまり最適関税が存在することである。
そこでこの場合の最適関税を求めてみよう。前に掲げた Wm'を示す式より，
dWm' ＝ (a+2r') ({i-lJ)-(3+4T')t dt 4a(a+r')2 
を求め， d誓'=oとなるような tを求めればよい。そのような tをt*で示そう。 そ
うすると，
t*= a+2r1 3a+4r' 
(/i-8) 
と最適関税が求められる。
最遥関税 t*と転換関税らとの関係はどうか。 t*には rが含まれていないから，両
者の関係は，いままでのように rとr'の差との対応で簡単に示すことはできない。一
般的には a,r, r'の大きさによって， t*がちよりも大きい場合も小さい場合も存在す
るであろう。もし， t*>ちの場合（第7図の場合）は，輸入独占から生産独占への転換を
阻止して輸入を続けるだけではなく，関税を最適関税の水準にまで引上げることが，．課税
国の経済厚生を最大にすることになる。
なお，最適関税の水準については，このようなモデルにおいては，
lim a+2r'=上, lim a+2r1 =上
“→ o 3a+4r 2 , → = 3a+4r'3 
lim a+2r'=..L, lim a+2r'=上
Y'→ o3a+4r'3 r'→ = 3a+4r'2 
となるから， ({i-8)の係数の領城が，
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と求められる。すなわち最適関税の大きさは，図でいうと CP,。の 1/3から1/2の大きさの
限定された範囲に存在する。この範囲は第5図に示した。第5図は a,T, T'が特定の条
件を満たす場合について描いてあるけれども， 前述のように t*がらよりも大きい場合
も小さい場合も存在することを明示するものである。
なお，関税収入を R とすると， Rを最大にする関税，つまり最大収入関税は，
R=OXm•P,P.。
より，
＝（たたt)t
2(a+T') 
dR p-o-2t ＝ dt 2(a+r') 
を求め， dR 
dt =Oとなるような関税水準であるから，それをちとすると，
ち＝ーCP-— o)2 
である。 したがって前記の t* の領域より t*~ちである。すなわち最適関税の水準は最
大収入関税の水準よりも少なくとも低いのである丸
4. 結びに代えて
小稿においては，関税の上昇による輸入独占から国内生産独占への転換は，企業の観点
から有利であっても， 1国全体の経済厚生の観点からつねに不利となることを明らかにし
た。そしてそのような転換が経済厚生上不利となる程度は，輸入と生産が自国企業よりも
外国企業による場合に大きいことも示した。とくに外国企業による場合は，輸入独占を続
けることによって，経済厚生を最大にする最適関税が達成される可能性も判明した丸
3)最適関税率が最大収入関税率よりも少なくとも低いという命題は，一般のオファー曲
線モデルにおいても成立している。山本〔4〕pp. 121-124参照。
4)ここで得られた命題は，次のような最近の経済問題への適用性をもつであろう。 1つ
は専売公社がタバコを国内生産独占で行なうか輸入独占で行なうかの問題である。い
ま1つは政府が小麦等を国内生産させる政策をとるか，輸入によるかの問題である。
ここでの命題は，たとえ高水準の関税を支払う場合でも（均等厚生関税以下の水準の
場合は）輸入による方が有利であることを示すものである。
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したがってこのような場合，関税が引上げられても，輸入独占から国内独占への転換を
阻止する政策が望まれる。そのような政策は輸入関税が引上げられる場合は，同時に国内
生産課税（あるいは， 国内生産利潤課税）の引上げがともなわなければならない。つま
り，関税政策と国内生産課税政策とのミックス (tariffcum production tax policy)が
必要である。とりわけ輸入が外国企業によって行なわれる場合は，最適関税が転換関税よ
いも高い水準にあれば，最適関税•国内生産課税のミックスが存在するはずである。カト
ラック〔2〕＇は図によってそのようなミックスを示したが，ここではモデルの性質上最適
関税のように求めることは困難で，それが存在することを指摘することどめておくことに
する。
付表
n 
? ? ? ? ? ? ? ，?
10 
ち 0 .0.1835 0.2929 0.3675 0.4226 0.4655 0.5 0.5258 0.5528 0.5 36 
tp 0.25 0.5 0.625 0.7 0.75 0.7857 0.8175 0.8333 0.85 0.8571 
tw O 0. 5273 0. 6805 .0 758 0. 8052 0. 837 0. 8598 0. 8770 0. 8905・0. 9013 
tw'0.9336 0.9720 0.9842 0.9899 0.9932 0.9949 0.9960 0.9969 0.9974 0.9979 
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